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1.は じめ に
　2011年2月20日(日X韓国ソウル市内のホ
テルキャピタル ・百済で、アジア ・国際経営
戦略学会(AIBS)が開催された。特別講演
として、野村総合研究所ソウル支店長 ・多勢
哲氏より 「日本企業から見た韓国企業の戦略
行動」の報告があり、サムスン経済研究所専
務 ・張相秀氏より 「韓国企業の戦略行動の本
質」というテーマで報告があった。
　 この小論は、両者の論点を整理 したうえ
で、若干の比較検討を加えたものであり、日
韓の経営比較論を全面に展開するものではな
い。両者の視 点の違いから見えてくるグロー
バル企業の姿を多角的に浮き彫 りにする、と
いう主旨である。
2.共通 の見解
① 韓国企業に構造変化を迫った1997年
　lMF危機
　韓国企業は1990年代半ばごろまでは、労
使協調を是とする日本的経営が主流を占めて
いた。現代自動車に代表されるように、労働
組合が強く、労使交渉が行き詰ると生産ライ
ンを止めるという強硬手段に訴えるのが日常
化していた。
　 ところが1997年のIMF管理下で、財閥と
いえども不採算部門の整理など、否応なく構
造改革に踏み込まざるを得なくなった。サム
スングループの場合 も、自動車部門を売却す
るなど組織の大改造を決断した。サムスン電
子の場合 も、従業員数は1997年末の57,342
名から99年末までの3年 間に39,350名とほ
ぼ3分の1を リストラするとともに、残った
約4万名の従業員の半分にあたる2万名を新
規事業分野に配置転換 した。さらに、本社ス
タッフ1,400人のうち1,200人を工場現場に配
置転換したのである。
　IMF危機を契機 として、労使協調という
日本的経営に学ぶ姿勢が一気に薄れ、米国流
の人事、マーケティング、そして組織では権
限と責任の明確化を徹底するなど、経営手法
が大きく変化していった。この大規模な構造
改革を通 じて、サムス ン電子は、1997年の
売上高約20兆ウォンから2000年には40兆ウォ
ンと倍増 し、一人当たりの生産性が3倍 に飛
躍 した。こうした荒療治を経て、サムスング
ループはIMF危機を乗り越えたのである。
②　韓国企業の飛躍をもたらした人材育成
　サムスングループに代表されるように、積
極的な入材育成が企業のグローバル展開に大
きく寄与 している。杜内での人材育成という
中長期的な戦略と社外からヘッドハンティン
グする短期的な人材戦略が機能的に行われて
いる。
　社内の人材育成としては、地域専門家制
度、サムスンMBA制 度(これまでに約400
人留学)、サムスン外国語生活館および語学
等級制度(地 域専門家 とMBAに 選ばれた
者は10週間の合宿教育)、役員候補者養成課
程(部長クラスの中から年200人の役員候補
者 を選抜 し、延べ380時間のOFF-Line、
ON-Line教育を受けるプログラム、年2回
に分けて実施)、役員向けプnグ ラム(常
務、専務、副社長向けに、経済経営状況、経
営理念 とサムスン価値、組織管理など2泊3
日、1泊2日 、日帰りなどのコース)な どが
ある。一言でいえば、サムス ンの人材育成
は、入社してから役員に至るまで切れ目がな
いのが最大の特徴である。
　 さらにサムスンでは、1989年社内技術大
学 として出発したサムスン電子工科大学校が
あり、2001年から成均館大学校と人材育成
産学協同協約を結び、社内大学では韓国で最
初に教育人的資源部の正規大学として承認さ
れた。2010年までに500人余 りの卒業生を輩
出している。サムスン電子工科大学校には、
勤務態度などが模範的な社員が選抜され、教
育費用は全額会社が負担 している。今年は、
博士4人 、修士24人を含む合計60人が卒業
している。
　外部からの人材確保も、通年随時行われて
いる。役員クラスのS(super)級、部長ク
ラスのA(ace)級、課長クラスのH(high-
potential)級に分け られ、米国など人材供
給源となる国や地域にはIRO(国際採用担
当役員)を常駐させている。優秀な人材を確
保 した後、早期退職や転職を防ぐために、金
銭 ・非金銭面に細かい工夫がされている。
③ スピー ド経営を可能 とする トップの意
　思決定と参謀組織(未 来戦略室)の 存在
　サムスングループの意思決定構造は、総帥
である李健煕会長をトップに、社長団協議会
(40名)、未来戦略委員会(8人 …非常設)、
未来戦略室(6チ ーム)で構成されている。
大きな案件は李健煕会長に意思決定を仰ぐと
しても、2010年12月に発足 した未来戦略室
という参謀組織が、意思決定における役割は
大きくなるものと思われる。
　未来戦略室6チーム長のうち5名 は、構造
調整本部、戦略企画室という参謀本部の出身
者で構成されている。サムスングループの新
規事業は、最初各社 ・各事業部で競合わせ、
ある段階で新規事業の主体をひとつの企業 ・
事業部に絞込み、投資を集中する同時に人も
移動させる。とくに企業間の調整とシナジー
効果が見込まれるビッグプロジェクトの場合
は、社長団協議会が調整機能としての役割を
担う。
　未来戦略室には、サムスン電子を中心 とす
る各社の俊英が集め られ、彼 らの中からグ
ループの社長候補が多 く育ってい く。未来戦
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略室のメンバーは、李健煕会長の精神薫陶を
直接受け継 ぐと共に、事業の分析 ・評価や部
門間の調整役を通じて、専門経営者としての
資質をも磨 く場となっている。
3.視 点の相違
① 経営の近代化
　経営が近代化されているかどうかを判断す
る基準としてよく取 り上げられるのは、所有
と経営の分離である。この一般的な認識は経
営学の初歩であるが問題もある。
　サムスングループは、グループ内の持ち株
が、ガバナンス上問題として残されていると
の指摘がある。また2010年12月の人事で、
サムスン電子の社長には、3代 目の李在熔氏
が就任するなど、世襲となっている。
　一般論としてはその通りであるが、組織構
造としてすでにGlobal　Standardに移行し
ている部分もあれば、今なお儒教精神が色濃
く残っている部分 もある、これが実態であ
る。オーナー経営体制が、環境変化の大きく
不透明な現在、素早くかつ有効な意思決定メ
カニズムを有 しているのではないか、という
反論もありえよう。
②　今後の課題
　サムスングループの場合、ここ十数年で世
界のトップ製品を数々送り出し、リーディン
グカンパニーとして揺るぎない地位を築き上
げてきた。ここにはかつての日本が米国に追
いつけ追い越せという精神で突っ走ってきた
道 と似ている。だが目標 としてきた対象を見
失ったとき、 トップランナーを維持 し続ける
ための組織 ・戦略にうまく転換できるだろう
か。
　 また、豊かさが現実のものとなり、社員た
ちがこれからも頑張っていくモチベーション
を維持できるのだろうか。サムスンの唱える
「共有価値」(一つの心、一つの方向)は、経
営理念としては理解 されても、豊かさが価値
観の多様化をもたらしてきたように、サムス
ンの 「共有価値」をいつまでも持ち続けるこ
とが出来るのであろうか。
　「共有価値」 という求心力を持たせること
に成功しているのは、サムスンに優秀な人材
が集まり続けるという、ある意味、優秀な人
材は欲しいだけ採用できる組織にのみ可能な
仕組みである。
　価値観が急速に多様化しつつある韓国社会
にあって、誰もが個性のある生き方を追求 し
始めると、今までのようにサムスンだけが優
秀な人材を選り分けて採用することはできな
くなる恐れも出てこよう。
4.示 唆点
①　サムスン的経営の韓国全体への一般化
　 はあるのだろうか?
　韓国企業といえばサムスン、LG、現代の
名が出てくるが、サムスンの経営組織 ・人材
およびマーケティング戦略は、LGや現代 と
どのような違いがあり、さらには、サムスン
のや り方が韓国企業全体に広まりつつあるの
だろうか。すなわち、韓国企業全体が、サム
ス ンのような企業を目指しているのだろう
か。日韓の経営システムを今後比較検討して
いく上で、この点をどのように考えればいい
のだろうか。
　サムスン電子の米国的な経営手法は、 トッ
プ企業として韓国を代表してはいるものの、
韓国企業全体が、サムスンのやり方に近づこ
うとしているのではないようである。サムス
ン電子は内外に目立つ存在であるが、韓国企
業は、部分的に取 り入れられるところは取 り
入れるというスタンスである。組織の一部に
ついてサムスン電子をベンチマークして、研
究しているのが一般的である。
　したがって、サムスン電子の経営手法が、
近い将来、韓国企業全体に普及していくとい
うことはないと見込まれる。
図表　論点の整理
多勢　哲 氏
1　韓国企業の3つ の転換点
①質重視の経営(93年サムスンの 「新経営」)、LG、現代が追随
②IMF危機に伴う構造改革 不採算部門の切捨て
③新興国市場の台頭
2　グローバル躍進の要因
①デザイン ・ブランド戦略
　　 ・技術至上主義の日本に対 して、携帯電話に代表されるように、
　　　デザイン・ブランド戦略を徹底
　　 ・これによる高級イメージの醸成
②参謀組織の機能一未来戦略室
　　 ・2011年以降の未来戦略室は、専門経営者をインキュベーショ
　　　ンする仕組み
　　 ・専門経営者への権限委譲の進展
③長期的なグローバル人材育成
　 社内の育成と外部からのヘッドハンティング
3　韓国企業の課題
①追い上げから トップランナー
②所有と経営の分離一
　　サムスンは、グループ内の持ち株がガバナンス上問題ではないか
③豊かさに伴うモチベーション維持
張　相秀 氏
1　基本認識
　 97年以降、ベ ンチマーキングの対象が欧米企業にシフト、 日本
的経営に学ぶという姿勢は薄れている。
2　成長の要因
①グローバル展開を可能 とする共有価値
　　 ・共有価値と入事考課の整合性
　　 ・共有価値をつねに意識
②変革の時代はオーナー経営者体制が有効
　　・儒教思想そのものであ り、 日本との文化の違い
　　・絶対的な経営システムというものはない
③技術の受け入れに専念したR&D戦略
　　・日本に比べR&Dは 低い
　　・応用技術などは買う姿勢
④社内で長期的な人材戦略およびグローバルに優秀な人材採用戦
　 略
　　・変化の激 しい時代には、戦略に必要な人材を適宜集める
⑤政府のFTA締 結を後ろ盾 に企業の海外市場拡大
3　韓国企業の課題
労使関係の安定一7月1日複数労使体制の施行
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②　競争組織の限界は?
　サムスン電子のように、社内競争が激 しい
企業では、チームワーク、情報の共有化など
をどのように解決しているのだろうか。個人
のスタンドプレイが目立つということはない
のだろうか。チームワークと個人の能力評価
をどのようにしてバランスを取るのだろう
か。成果主義、能力主義を厳 しく実行 した場
合、社内でのチームワーク、協力関係に問題
が生ずるのではないか。
　 しかしサムスンで取 り入れられている成果
主義は、個人+集 団である。成績の良い事業
部には、その事業部に所属する社員全員に最
大1.5倍の年俸が与えられる。事業部内の協
力関係にひびが入らないように、処遇面で工
夫している。
　チームワークが解決されたとしても、友人
関係などに強いストレスを感じている社員も
多いようである。求心力となっているサムス
ンの共有価値を持てなくなると、社員同士の
コミュニケーションは円滑ではなくなるであ
ろう。個人の満足度 ・幸福感 と企業の最大利
益 をどのように両立させていくか、韓国企業
の課題として今後浮上してくるものと考えら
れる。
③　日本企業がまず学ぶべき点は、経営者
　の育成方法では?
　サムスングループの役員 ・社長へのステッ
プをみると、いくつものチーム ・事業部を経
験 して トップに上 り詰める実践型と参謀組織
で経営ノウハウと問題解決力の多 く経験する
育成型に分けられる。
　いずれにしても、日本企業の多 くがタコツ
ボ型で、ひとつの事業部からほとんど異動す
ることもなく、その事業部の盛衰と個人の立
身出世を共にする。個人 としての能力より
も、運よくその事業部が時流に乗り業績を大
きく伸ばしていくと、部長から常務 ・専務へ
の道が開けていく。このプnセスにおいて、
経営者としての資質がどこまで備わっていく
か疑問、ということである。
　 このことが、日本企業ではサラリーマン社
長、つまり経営者としての能力に欠けた社長
が 目立ち、企業の喫緊の意思決定に際して
も、先送 り体質が蔓延しているのではないだ
ろうか。サムスン電子が飛躍してきた要因の
ひとつに、専門経営者を育成する仕組みが内
在化されている点にあるのではなかろうか。
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